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はじめに
定時制高校は、戦後、働きながら学ぶ者の学校 として位置付き、経済的困難を抱える生
徒たちに、高校卒業資格取得の場を保障 してきた。また、中学校時の不登校や成績不振な
どの理由で、全 日制高校に進学できなかった生徒にも学びの門戸を開いてきた。定時制高
校は、社会のセイフティーネ ットとしての機能と役割を長 らく果た してきたことになる。
高度経済成長期から低成長期にかけ、国民所得が向上することで勤労生徒が減少 し、定
時制高校の統廃合が急激に進んだ。文部科学省 (2013)によると、定時制高校の数は、1955
年の3,188校をピークとして、1989年には 1,000校を割 り込んだ。
勤労生徒の需要が減る一方で、新たな需要が生まれた。全 日制高校を退学 した生徒の転
編入学先 としての需要である。その需要は通信制高校の方が多いが (2012年で全体の
67.3%)、定時制高校も一定の需要を満たしてきた (2012年で全体の 23.5%)。さらに、
2005年の発達障害支援法の施行により、発達障害のある生徒が多く在籍する定時制高校は、
現在、適切な特別支援教育の方策を検討する必要に迫 られている。
このように、定時制高校を取 り巻 く教育的ニーズは戦後大きく変化 してきた。教育的ニ
ーズの変化は、全 日制高校の場合 と比較 しても、よリドラスティックに現れ、その度に、
定時制高校の社会的役割も変化 してきたと言える。本プランでは、現在、定時制高校に求
められている特別支援教育の推進を西脇北高校 (以下、現任校 と略す)の新たな教育的課
題に位置付け、現任校における教育改善を検討するとともに、特別支援教育の推進を一つ
のケーススタディとして、変化しやすい環境に適応するため、主体的に教育活動を創造で
きる定時制高校の教員組織の開発を試みる。
第1章 学校改善プランの方向性
環境の変化に対応し、主体的に教育活動を創造できる教員組織を開発することが本プラ
ンの主旨である。まず、上記の主旨に合致した過去の知見を参考にして、本プランの方向
性やアウトラインを定めるとともに、組織を変革するためのスキルを導き出したい。
浅野 (20H)は、組織マネジメントの設計にあたつては、「それまでの環境認識や目標・
課題、基準などにこだわることなく、ゼロベースですべてを見直す り・フレイミング発想
が重要になる」1)とし、り0フレイミングの二つのステップを示している。最初のステッ
プは意味決定である。チームやユニット全体の活動を方向づける新 しい「価値」や 「メン
タルモデル」を創出することである。次のステップは課題形成である。「ビジョン」や「戦
略」の練り直しと取り組むべき「課題」を形成することである。最後のステップは活動設
計である。課題の解決に向けた活動システム (構造とプロセス)の設計をすることである。
環境の変化に組織が対処するには、この二つのステップを踏まえて組織マネジメントを再
スバイラルなマルチル→ 毎学習を取り,澪れ趨鶴鐵の環境適応
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図1 組織の環境適応 (古川 1990 をもとに筆者作成 )
設計することが効果的であることを浅野は示唆 している。
古川 (1990)は、社会心理学の観点から人の変化認知のメカニズムを明らかにしたうえ
で、「組織の変革」の意味を、環境の変化を認知 しながら自らの既存の価値観を見直し、新
しい価値観に置き換えていくことであると定義 し、変革を可能にする能力を獲得 していく
過程が「組織学習」であるとした。組織学習とは、「組織が自ら変革を創る必要性を発見し、
よリー層の成功を収めるであろうと自ら信望する変革に着手 しうる能力を獲得 し、成長さ
せていく過程」2)とし、個人による学習で得た結果を組織成員で共有・蓄積できた り、そ
の成果が組織風土や組織文化 として定着することで組織の安定性を高めた りできる利点を
う虫調 している。
また、古川は、組織学習を 「単ループ学習 (既存の規範や価値観により従来通 りに繰 り
返 される官僚制的組織学習)」 「複ループ学習 (単ループ学習に加え、既存の規範や判断基
準そのものの妥当さ、適切 さの吟味や検証を行 う学習」「マルチループ学習 (複ループ学習
に時間の次元と変革のベク トルを加え、方向性を持たせる学習)」に分類 した。そのうえで、
環境の変化に適応 しながら持続的に組織の変革を推 し進めていくには、図 1のような 「ス
パイラルなマルチループ学習」が欠かせないとした。
今回、学校組織を開発するにあたり、環境の変化をとらえた うえで、浅野の示唆するり・
フレイミングの二つのステップに従つて、意味決定 (育てたい生徒像 。社会的役割)⇒課
題形成 (めざす教育 。めざす組織)⇒活動設計 (教育改善・システム開発 。内部環境の整
備)とい うプラン作成の流れを作
った。これを古川が示 したマルチ
ループ学習のスパイラルに乗せる
ことで学校改善プランの方向性 と
アウトラインを描いた (図2)。
まず、環境の変化を社会、政治、
経済、文化などの視点で分析 した
り、現象の歴史的経緯や全国的動
向の把握、将来予測などを行つた
りして状況をとらえ、育てたい生
徒像や学校の社会的役割について
修正や補強を行い、現任校の教育
目標や ミッションを改めて明確化す
織のあり方を検討 し、それを実現す
連携の再編、内部環境の整備につい
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図2 学校組織の環境適応  (古川 1990 をもとに筆者作成 )
る。 さらに、状況の分析によりめざす教育や 目指す組
るための方策として、教育改善やシステム開発、外部
て考察する。
第2章 定時制高校の社会的役割の変化 と特別支援教育の意義
第1節 定時制高校の社会的役割の変化
定時制高校の社会的役割が大きく変化してきている。文部科学省 (2013)によると,高
校の定時制教育は、就業等のために全日制高等学校に進学できない青年に後期中等教育の
機会を提供するものであつたが,近年は働きながら学ぶ生徒の数は減少 (図3)し,中学
校までの不登校経験から自立に困難を抱える者 (31.3%)をはじめ,様々 な入学動機や学
習歴をもつ者が増加の傾向にある (表1)。 したがつて,定時制高校には,多様な学びの
ニーズの受け皿としての役割が増しており,学び直しの機会の提供など,困難を抱える生
徒の自立支援等の面で大きく期待されるようになつている。
また、文部科学省 (2015①)は、全国の中学校の特別支援学級卒業者 (2014年3月卒
業者 16,318名)のうち、5,320名(全体の約3分の1)が高校に進学していることを明ら
かにした。文部科学省 (2009)によると、発達障害等困難のある生徒の在籍割合は、全日
制が 1.8%に対して定時制は 14.1%にも及んでおり、定時制高校における特別支援教育の
組織的な取り組みは、喫緊の課題としてクローズアップされてきた。
定時制高校のように困難を抱えた生徒が多く在籍する高校は、文部科学省の研究指定を
受けるなど、特別支援教育をはじめとした多様な取組を考案し、実践している高校も増え
きている (表2)。
表 1 定時制高校に入学 した動機・理由 (文部科学省調べ 2013)
図3 定時制高校における生徒の就業状況の
変化 (文部科学省調べ 2013)
第2節 特別支援教育の定義とその効果
このように、多くの困難を抱えた生徒を、自立し社会に参加できる人材として世に送り
出すことが、今の定時制高校の大きな社会的役割になったといえる。とりわけ、発達障害
等の特別な支援を必要とする生徒の自立を促すことは、現在の定時制高校に与えられた大
切な課題である。
ここで、「特別支援教育」の定義と、対象となる障害の範囲を示しておく。文部科学省
HPによると、「特別支援教育とは、障害のある幼児児童生徒の自立や社会参加に向けた主
体的な取組を支援するとい う視点に窯ち、幼児児童生徒一人一人の教育的ニーズを把握し、
その持てる力を高め、生活や学習上の困難を改善又は克服するため、適切な指導及び必要
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経済的に働く必要があつたから 11.1%
経済的には問題はないが、働きながら学ぶことに意義があると
思つたから
8.4%
高等学校の卒業資格が必要だと思つたから 30.4%
全日制高等学校を受験したかつたが、合格する自信がなかつた
から
全日制高等学校を受験したが、合格しなかつたから 12.9%
自分のペースで学習がすすめられると思つたから 15.6%
健康。身体的理由により、毎日通学することができないので
時間にゆとりができたので勉強をしたいと考えたので 2.7%
その他
表2 特別支援教育に関する文部科学省の研究指定 (文部科学省HPをもとに筆者作成)
文部科学省研究指定事業 指定校の課程別数(高等学校のみ)
高等学校における発達障害のある生徒への支援
2007年度14校(全日制9、定時制3、全定併置2)
2009年度14校(全日制9、定時制3、通信制1、定通併置1)
2010年度11校(全日制9、定時制1、定通併置1)
高等学校等における発達障害のある生徒へのキヤリア教育の充実
2012年度12校(全日制6、定時制4、定通併置2)
2013年度8校(全日制4、定時制3、定通併置1)
自立・社会参加に向けた高等学校段階における特別支援教育菫
・キャリア教育・就業支援等の充実 2014年度25校(全日制15、定時制5、全定併置4、定通併置1)
・個々の能力・才能を伸ばす特別支援教育モデル 2014年度20校(全日制12、定時制4、全定併置1、定通併置1)
な支援を行 うもの」と定義している。また、「通常の学級に在籍するLDoADHD・高機能
自閉症等の児童生徒に対する指導及び支援が喫緊の課題となっており、特別支援教育にお
いては、特殊教育の対象となつている幼児児童生徒に加え、これらの児童生徒に対しても
適切な指導及び必要な支援を行 うもの」とし、対象となる障害の範囲を示 している。
さらに、2005年の、中央教育審議会答申
「特別支援教育を推進するための制度の在
り方について」では、「これ らの幼児児童生
徒については、障害に関する医学的診断の
確定にこだわらず、常に教育的ニーズを把
握 しそれに対応 した指導等を行 う必要があ
るが、こうした考え方が学校全体に浸透す
ることにより、障害の有無にかかわらず、
当該学校における幼児児童生徒の確かな学
力の向上や豊かな心の育成にも資するもの
と言える。」とし、特別支援教育が障害のあ
る特定の幼児児童生徒のみに効果があるのではなく、障害のない生徒に対 しても積極的な
意義をもつものと位置づけている。さらに、図4のように、新 しい取組の導入により、教
員の組織的な学習が促進 され、新たな協働の機会が創出できたり、外部機関との連携が促
進され、より外に開かれた環境が創出できたり、学校全体に対する波及効果も期待できる
と考えられる。        `
第3節 特別支援教育の法的位置づけと全国の情勢
1 特別支援教育の法的位置づけ
2007年の 「障害者の権利に関する条約」署名 (2006年国連採択)以後、 日本政府は共
生社会の形成をめざし、8年間かけて国内法を整備 してきた。学校教育においても共生社
会の形成に向けた教育システムの設計が進められてきた。障害者の権利に関する条約 (第
24条:教育)によれば、人間の多様性の尊重等の強化、障害者が精神的及び身体的な能力
等を可能な最大限まで発達させ、自由な社会に効果的に参加することを可能 とするとの目
的の下、障害のある者 と障害のない者が共に学ぶ仕組みを作ることを啓発 している。この
仕組みを「インクルーシブ教育システム」と呼び、障害のある者が教育制度一般から排除
されないこと、自己の生活する地域において初等中等教育の機会が与えられること、個人
に必要な「合理的配慮」が提供される等が必要であるとしている。
2012年、文部科学省は、「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築の
ための特別支援教育の推進 (報告)」 の中で、「就学相談・就学先決定の在 り方について」
「障害のある子 どもが十分に教育を受けられるための合理的配慮及びその基礎 となる環境
特男1支援教育の
波及効果
図4 高校における特別支援教育の波及効果 (筆者作成)
整備 (基礎的環境整備)」「多様な学びの場の整備と学校間連携等の推進」「特別支援教育を
充実させるための教職員の専門性向上」を学校教育の課題として指摘 した。
小田 (2015)は、インクル
ーシブ教育システムの核心を
形成する「合理的配慮」とそ
の基礎 となる「基礎的環境整
備」の関係性を以下のように
整理 した (図5)。生徒個々ヘ
の合理的配慮を実施 していく
ためには、基礎的環境整備が
前提となる。国・都道府県 。
市町村は、制度設計、資源配
分などで環境を整備 し、学校
は、「安心できる」学級集団作
りや 「わかる」授業づくりを
各校の専門性や特色により整備を進める。学校の基礎的環境整備が拡充していけばいくほ
ど、生徒個々の合理的配慮の範囲は縮小していくとした。
2013年に「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」が成立した。同法は、障
害を理由とする差別的な取り扱いを禁止するため、行政など公的機関に対して障害者への
「合理的配慮の不提供の禁止」という形で障害者に対する支援を義務付けるほか、企業な
ど民間にも努力義務を課すことになっている。2016(平成 28)年度から、障害のある子
どもに対する支援・配慮が国公立学校には法的に義務付けられる。
2 高校における特別支援教育の位置づけ
学校教育法 (1947年法律第 26号 2007年改正)第81条では「幼稚園、小学校、中学
校、義務教育学校、高等学校及び中等教育学校においては、次項各号のいずれかに該当す
る幼児、児童及び生徒その他教育上特別の支援を必要とする幼児、児童及び生徒に対し、
文部科学大臣の定めるところにより、障害による学習上又は生活上の困難を克服するため
の教育を行 うものとする。」「2月ヽ学校、中学校、義務教育学校、高等学校及び中等教育学
校には、次の各号のいずれかに該当する児童及び生徒のために、特別支援学級を置くこと
ができる。 1知的障害者 2肢体不自由者 3身体虚弱者 4弱視者 5難聴者 6その
他障害のある者で、特別支援学級において教育を行 うことが適当なもの。」とし、高等学校
においても、義務教育課程同様に障害のある生徒に対して特別支援教育を行 うことが法的
に位置づけられ、特別支援学級の設置も可能であることを唱つている。2007年の学校教育
法の改正に伴い、文部科学省初等中等教育局が「特別支援教育の推進について」を通知し
図5 合理的配慮と基礎的環境整備の関係 (小田2015をもとに筆者作成)
た。現在、高校においては、改正された学校教育法と、本通知にもとづき、特別支援教育
が推進されている (成山・有本 2012)。
また、文部科学省 (2015②)は、高校におけるインクルーシブ教育システム構築のため
の具体的な方策として以下の三点を挙げている。一点目は生徒理解の促進である。生徒の
性格や障害の種類など、心理学的、医学的な理解を踏まえた指導を進めることである。二
点日は、生徒の困難を発見し迅速に支援の方法を考え実施できる支援体制づくりである。
そのためには、きめ細かに生徒情報を収集 し組織で共有することが重要となる。三点日は、
支援だけではなく、生徒の個に応 じた能力を伸ばす教育を施すことである。不登校を経験
した生徒の中には進学校なみの高い学力を有する者もいる。また、自閉症や学習障害のあ
る生徒の中にも、特定の学習分野で秀でた能力をもつ者がいる。生徒の実情を理解 したう
えで可能な鍛錬を加え個の能力を最大限伸ばすことは、そもそも教育の根本的な使命であ
ると言える。
3 全国の情勢
全国の高校における特別支援教育の体制整備についての文部科学省調査 (2012)によれ
ば、校内委員会の設置率は 99。4%であり、初めて調査が行われた 2006年度の 25。2%に
比べてほぼ4倍となつている。同様に、障害のある生徒の実態把握は 89。2%(2006年度
29。4%、同3倍)、 特別支援教育コーディネーターの指名は 99。9%(2006年度 18.5%、
同5倍)であり、いずれも大幅な伸びを示している。一方、個別の指導計画 29.8%(2006
年度 3.6%)、個別の教育支援計画 25。9%(2006年度 3.2%)と、少 しずつ伸びてはいる
が、いまだ低い割合に留まつているのが現状である。このような現状から、文部科学省は
2007年度より「高等学校における発達障害支援モデル事業」を推進 し、2009年度まで、
毎年十数校を指定し成果の検証を行つてきている。
2015年5月に開かれた自民党 。教育再生実行本部特別支援教育部会では、「高等学校等
における特別支援教育の在 り方」について論点を整理し、高等学校等における特別支援教
育をさらに推進 していくために以下の二つの見解を示した。        .
。障害のある子供がその特性や能力を生かし明るい希望を持つて社会で活躍できるよう、
自立と社会参カロを見据え、生徒1人1人の特性や能力に応じたキャリア教育や就労支援
の充実が必要。
・高等学校における通級による指導の制度化を検討すべき。
・高等学校入学試験や大学入学者選抜における配慮を充実させていくことが必要。
これを受け、2015年11月、高校における特別支援教育の推進に関する調査研究協力者
会議 (第1回)が開催された。文部科学省は、高校における特別支援教育の推進が重要な
課題であるとしたうえで、小 。中学校の通級による指導や特別支援学級のような特別な教
育課程の編成を検討することを明確にし、2017年の実施に向け会議を進めていくとした
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図6 高等学校における特別支援教育の推進に関する調査研究協力者会議の内容を報 じる新
(図6)。
このように、高校においても特別支援教育の法や体制の整備が進んできてお り、支援の
対象も身体障害や発達障害のある生徒から、知的障害のある生徒にまで拡大 しつつある。
聞記事  (日本教育新聞2015年11月23日)
第4節 兵庫県の高等学校における特別支援教育の現状 と課題
兵庫県特別支援教育推進計画 (2007)では、高校においてもLD・ADHDなど発達障害
のある生徒の理解 と支援、体制整備を進めるとともに、高等特別支援学校 と高校 との連携
推進を掲げた。2007年度から、県立特別支援学校 と県立高校における交流及び共同学習の
調査研究に取 り組み、2011年度には、県立姫路別所高等学校内に県立姫路特別支援学校分
教室を設置 した。特別支援学校分教室を高校内に設置 し、日常的な交流及び共同学習を実
施することで、障害のある生徒にも、障害のない生徒にも、「自尊感情や 自己肯定感が高ま
ってきている。」「コミュニケーション能力の向上が見られる。」「共生の心が育つてきてい
る。」など、高い教育効果があると報告されている。交流及び共同学習を柱に据えた兵庫型
のインクルーシブ教育は、全国的に見ても先進的であり他県からの視察も多い。2012年に
は、ノーマライゼーシヨンの理念を進展するための礎 となる学校をめざして、県立阪神昆
陽特別支援学校 と県立阪神昆陽高等学校 (多部制単位制)を同一敷地内に設置 した。両校
の生徒は同じ教室や施設等で共に助け合つて生きていくことを実践的に学んでいる。
兵庫県特別支援教育第二次推進計画 (2014)においても、特別支援学校 と高校 との交流
及び共同学習の推進を掲げ、2014年には県立こやの里特別支援学校分教室を県立猪名川高
等学校内に、2015年には県立阪神特別支援学校分教室を県立武庫荘総合高等学校内に開設
し、入学対象を自力通学可能な生徒に限定せず、対象の拡大を検討するとともに、職業自
立と社会参加を目指 したさまざまな教育内容を展開している。
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特別支援学校分教室を高校敷地内に設置し交流及び共同学習を進めることは、障害のあ
る者と障害のない者との共生社会の実現に向けた有意義な取組であり、今後も、兵庫県が
共生教育やノーマライゼーシヨン教育の先進的モデルの役割を担つていくことが期待され
ている。
一方で、兵庫県特別支援教育第二次推進計画では、これまで、他の都道府県と比較注)し
て取組が遅れている、高校現場における特別支援教育のあり方について深く言及している。
その主な内容をまとめると以下の四点となる。一点日は、生徒理解と支援体制の整備であ
る。発達障害等のある特別な支援を必要とする生徒に対する理解や、多様な教育的ニーズ
に応える教育課程・教育内容等の体制整備の推進をめざしている。二点日は、特別支援教
育の専門機関との連携である。特別支援学校と連携 し、特別支援教育の視点を取 り入れ、
指導方法等を工夫改善することである。三点日は、発達障害等のある特別な支援を必要と
する生徒の能力の伸長である。自立と社会参加に向け、個々の能力・才能を伸ばす指導の
充実に関するモデル研究を行 うとともに、その成果を普及する取組も始まっている (西宮
香風高校が2014年度の文科省研究に指定されている)。 四点目は、発達障害等のある特別
な支援を必要とする生徒の就職支援である。就職支援コーディネーターをモデル校 (特別
支援学校高等部、高等学校)に配置し、労働や福祉等の関係機関と連携 しながら就職支援
の充実をめざすとした。 とりわけ、特別な支援が必要な生徒の割合が高い定時制高校にお
いては、上記四つの取組は喫緊の課題と言える。特別支援教育の視点を日常的にもつ小・
中学校の実践や、他都道府県の先進的な事例を研究しながら、学校の特別支援教育の体制
構築を急がなければならない。
注)高校における特別支援教育に関する各都道府県の主な施策をR40に掲載 している。
第3章 現任校の現状
定時制高校である現任校においても、全国的な
傾向と同様の変化が生じている。これまで、北播
磨地域において、「働く者の学校」として、また、
「学びのセイフティーネット」としての役割を長
く担つてきたが、2009年の多部制定時制高校への
改編は入学生徒の層を変化させた。
就業生徒の割合は約半数程度 (図7)であり、
就業形態はすべてアルバイ トで正規雇用は見られ
ない。また、発達障害等のある特別な支援を必要
とする生徒の増加 (図8)や、中学時に不登校であつた生徒の割合も年によつて増減はあ
るが高い割合を示 している (図9)。
ない
図7 アルバイ ト就業状況
(生活実態調査 2015年月より)
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ヤンチャで活発な生徒の割合が減少するとともに、
自分に自信が持てない消極的な生徒は依然一定数存在
人間関係を作るこ
していると言える
とが苦手な生徒や
(図10)。
図8 特別な支援を必要とする生徒数の推移
(特別支援教育推進委員会資料より)
*身体障害・知的障害と発達障害及びその疑い
のある生徒の数である。生徒の約2割を占める。
こうした変化に対応するため、20■年から
ボランティア活動を学校教育の核に据え、生
徒の自己肯定感を高める取組を続けている。
さらに、コーピングの手法を取 り入れた学校
設定科 目「学び」(必履修)の導入により、現
任校の生徒が苦手 とする人間関係づくりやス
トレス対処の方法、学習時に必要な基本的な
スキルの習得をおこなつている。
さらに、学校独 自の学習到達度テス ト「北
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図9 中学時代、不登校を経験 した生徒の割合の
推移  (入学時の中学校資料より)
*年間 30日以上の欠席を不登校とする
図 10 特別指導件数の推移<校長訓戒以上>
(生徒指導部資料より)
高検定」を定期的に実施することで中学校レベルの基礎学力の育成を図つている。
図11は、北高検定 (①国語、②数学、③英語)の合格者数を一昨年度と昨年度で比較
しているが、どの教科においても取得級の向上が見られ、徐々にではあるが基礎学力の定
着が進んでいることがわかる。
図12は、2012年、学校改革のさなか
に描かれた現任校の教育ビジョンを示 し
た図である。自己有用感の育成を目的に
したボランティア活動の促進、生徒の内
面にアプローチするコーピング手法の導
入、中学校の基礎的学力を保障する北高
検定の実施など、新たな取組が功を奏 し、
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図 1l① 北高検定 国語 級別合格者人数
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図1l② 北高検定 数学 級別合格者人数
地域からの信頼を得るとともに、低調であつ
た生徒会や部活動、学校行事も活発化 し、生
徒たちが自信 と誇 りを回復できる学校へと変
化をとげつつある。 ビジョンの図にもあるよ
うに、生徒が高校を卒業 した後に社会の中で
自己実現を図ることができるようサポー トす
ることを、学校の最大の教育 目標 として掲げ
ている。
図 1l③ 北高検定 英語 級別合格者人数
教育 ビジョン
図12 現任校の教育ビジョン
第4章 教育課題
第 1節 教育活動の課題 (特別支援教育の推進)
図8で示したように、現任校への発達障害等のある特別な支援を必要とする生徒は増加
傾向にある。現在、特別支援教育推進委員会を中心に下枠内に示 したような重点項目・方
策 。日標を掲げ、校内支援体制を構築しているが課題も多い。
① 個々の特徴を把握し、効果的な支援策を実践する。
② 基礎学力の定着を図り、進学・就業支援をする。
③ 自尊感情を高め、自分という存在がかけがえのない存在であることを実感させる。
□
①実態把握・・・中学校からの申し送 り、専門機関からの報告がある生徒でも、各担
任と教科担当者が気になる生徒をあげ、委員会で掌握する。
②専門機関との連携・・・北はりま特別支援学校のコーディネーターによるアセスメ
ントを実施。
③校内委員会で検討・・・生活支援、学習支援が必要と思われる生徒について委員会
12
内で協議 し職員に周知する。必要に応 じて個別支援計画を作成する。校内だけでは難
しい場合は、専門機関や医療機関へ相談し繋ぐ。
④適宜ケース会議を開き、今後の対応について検討する。
(教頭・特別支援コ‐ディネーター・養護教諭 0年次担当 。その他必要と思われる者)
⑤ADHD、自閉症等の発達障害がなくても、環境や生い立ち (いじめや虐待)から
それと似た行動パターンをとることも少なくない。そうい う生徒に対して、×を減ら
すことより、○を増やすことを仕組むことが必要である。
日  (二次的障害、抵抗感、劣等感、逃避等の防止)
① いじめや不登校、問題行動の未然防止②基礎学力を定着させる③自尊感情を高める
徒の実態把握 と情報共有の機会
・学年会・部会、成績会議、生徒指導部会、特別指導委員会
・養護教諭による健康相談 (全校生対象)、 保健部会、特別支援教育推進委員会
・生徒情報交換会 (1・203部合同)5月下旬と11月下旬の二回実施
兵庫県特別支援教育第二次推進計画が掲げた高校における特別支援教育の課題を参考
にして、現任校の特別支援教育の課題を以下の (1)～(5)にまとめた。
(1)わかる授業の展開
不登校などにより学習の蓄積がなされていない,学習習慣が形成されていないなどの理
由により,多くの生徒が学力に課題を抱えている。北高検定や学校設定科 目「学び」の実
施によつて、生徒の学力は全体的に向上してはいるものの、授業改善が体系的・組織的に
は十分なされていないのが現状である。特別支援の視点を取 り入れた「授業のユニバーサ
ル化研究会 (以下、UD研と略す)」 が立ち上がり、自主的な研究活動が2015年9月より
始まつた。発達障害等、特別な支援が必要な生徒の割合が高い現任校においては、UD研
を継続・発展させ、近い将来、特別支援教育を取り入れた授業改善に関する体系的・組織
的な取組につなげていく必要がある。発達障害のある生徒だけでなく、誰に対してもわか
る授業が展開されれば、すべての生徒の学力を向上させる効果も期待することができる。
(2)生徒の社会性の向上と就職支援 (新たなキャリア教育の必要性)
現任校の生徒には、依然、規範意識に課題があり,社会に出るための必要なスキルを身
につけていない生徒が多い。入社後わずか数週間冬会社をやめてしまう生徒が毎年数名出
る。就職後、半年以内に離職する者は、2014年度卒業生で8名、2013年度卒業生で10
名おり、就職者全体の約 3割にのぼる。中には、試用期間中の態度が粗悪ということで採
用を取り消される場合もある。高校時代に、社会観や仕事観を十分身につけず、周囲に流
されて何となく就職 していく生徒があとを絶たない。就職先の企業からは、離職者の社会
性やス トレス耐性が非常に低いという指摘も受けている。
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図13は、現任校卒業者の進路状況である。
アルバイ トなど非正規雇用者が約4分の 1を占
めていることも進路保障上の大きな問題である。
教員側の指導にも関わらず、敢えて自ら非正規
雇用を選択する生徒がほとんどである。現任校
の生徒たちは、定時制高校特有の少人数体制の
中で、教員の丁寧な指導を受けながら高校生活を
送ってきた。確かに、この恵まれた環境の中で、
自己有用感を育み、喪失 していた自信や誇 りを回
復していつた生徒も多いと考えられる。 しかし、生徒たちの進路状況からは、経済的・精
神的に自立しようとする意欲が身についたとは言えず、社会の中での自立を促すキャリア
教育の開発 。実施が必要であると考える。
これまで見てきたように、現任校では、生徒の特性の変化から新たな教育的ニーズを見
い出し、特に心情 。内面に丁寧にアプローチすることで、生徒の自己有用感、自信、誇 り
につなげる取組を実施 してきた。ボランティア活動や部活動、学校行事にも積極的に参加
する生徒も増え、学校全体の活力も高まつてきたと言える。だが、一方で、特別支援教育
の視点で生徒の特性を理解 し、生徒の能力を最大限に伸ばすための指導が欠如 していたと
言える。
第 2節 めざす教育の姿
第 2章第 3節で触れた
ように、文部科学省 (2015
②)は、支援だけではなく
生徒の個に応じた能力を伸
ばす教育を施すことを、特
別支援教育の重要な方策と
位置付けている。特別支援
教育は、生徒個のマイナス
を埋めるギャップアプロー
アルバ
イ ト等
23%
就職者
56%
図 13 現任校卒業者の進路の内わけ
(進路ガイダンス部資料より 2014年度卒業生)
図14 現任校の教育改善の流れ (筆者作成 )
チ的教育では決 してない。生徒の潜在的な能力を引き出し伸ばすポジティブアプローチ的
教育である。その意味では、障害の有無に関係なく、すべての生徒に対 して有効な教育で
あると言える。
図14は、近年の現任校の教育改善の流れを示 している。ボランティア活動の導入を学
校改革の第一段階、コーピング・北高検定の実施を学校改革の第二段階と位置付ければ、
特別支援教育の推進は学校改革の第二段階と言える。
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特別支援教育を学校教育全体に取 り入れることで、教員の生徒理解がさらに深まり、生
徒個の能力を最大限に伸ばす土壌が教員組織の中に新たに形成されると考える。
図15で、現任校のめざす教育
のイメージを描いた。これまでの
取組では、生徒の 「′いの安定・充
実」をテーマにし、消極的な状態
にあつた生徒のメンタルを向上さ
せてきた。今後は、もう一歩ステ
ップアップし、生徒の潜在的な能
力を引き出し伸ばすための支援 と、
個の能力をさらに磨き上げる鍛錬
を生徒に施 し(Support&Blush
up)、社会の中で自立 していける
能力や社会性を育成する教育体制
を構築する段階にきていると言える。
第5章 学校組織の課題
現任校は、前章で指摘 したよう
な教育活動の課題に対して、対処
可能な組織の活動システムや内部
環境の整備が不十分であり、組織
的に特別支援教育を実施 していく
には不安定な状態であると言える。
そこで、現任校の教育課題であ
る特別支援教育を推進 していくた
めには、学校組織に何が不足して
自立力・社会性
心の安定・充実
図15 現任校のめざす教育 (筆者作成)
図16 現任校の課題の構造 (筆者作成)
いるのか、現状を分析 しながら考察 した。その結果、図16に示 した通 り、現任校に不足
しているのは、「生徒情報共有システム」 と「教員学習システム」、そ して、それ らの活動
システムをサポー トするための「外部連携の促進」と「内部環境の整備」であることが導
き出せた。
(1)生徒情報共有システムの構築
本校には身体的な理由で、特別な支援を必要 とする生徒が2名在籍 している。一人は
自閉症生徒、一人は肢体不自由生徒で車いすを利用 している。また、療育手帳を所持する
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発達障害生徒 も6名在籍 している。認定はされていないが、中学校からアスペルガーや
ADHDの疑いが申し送 りされている生徒も9名と多い。これ らの生徒の情報については、
年に2回の生徒情報交換会で全職員が共有するが、その後の組織的で継続的な生徒観察や
対応を検討する協議の場はなく、形式的で単発的な取組になっている。また、特別な支援
を必要とする生徒に対する教科指導や生徒指導の方法を示すマニュアルもなく、個々の教
員の対応に任せ られている。そのため、教科担当によつては生徒理解不足からトラブルに
発展することがある。
第 2章第 3節で記 した通 り、文部科学省は、学校現場における特別支援教育の課題 と
して、心理学的、医学的な見地を踏まえた生徒理解の促進 と、生徒情報を収集 し組織で共
有することが重要であるとしている (文部科学省 2015②)。
現任校の生徒への特別支援は、特別支援コーディネーターと担任による個別的対応に依
存 し、組織的な取組が不足 している。特別支援が必要な生徒の情報共有が全職員の間で十
分行われていない (年2回の生徒情報交換会のみ)ため、共通理解も十分図れない状況で
ある。療育手帳を所持 している生徒はもちろん、発達障害の可能性のある生徒や精神的不
安定な生徒の様子を日常的に情報交換できる新たな情報共有システムが必要である。
(2)教員学習システムの構築
発達障害のある生徒が現任校に多く在
籍 しているにも関わらず、教員の発達障
害に関する知識理解が不足 していること
が実態調査で明らかになつた。図 17、
18は、現任校の教員を対象に行つた発
達障害に対する理解テス ト (教員 35名
中 31名を対象に実施)の結果を表 した
グラフである。図17は、発達障害のあ
る人が苦手とすることを問 うた質問に対
する回答の結果である。コミュニケー
ション分野と活動分野の両方を答えた教
員は全体の 2割に満たなかった。また、
図18は、発達障害の障害・症状を説明
した5つの文章を読み、それぞれ正確に
障害名・症名を答えるとい う内容のテス
トの正答率である。注意欠陥/多動性障害
(ADHD)や学習障害 (LD)に対する教
員の認識は進んでいるが、高機能自閉症
無回答
コミュー
ケーショ
ン・活動
両方
19%
図17「発達障害のある人の苦手なこと」に対する回答
(教員実態調査の結果より)
図 18 発達障害の障害。症状の名称を正しく理解 してい
る教員の割合 (教員実態調査の結果より)
自閉症
アスペル
ガー
高機能 自閉
症
注意欠 習障害
(LD)動性障(ADHD)
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やアスペルガーに対する認識が大きく不足していることがわかる。理解テス トの結果から、
発達障害に関する知識理解を促進するための現任校における研修体制や環境づくりが必要
であることが明らかになつた。
図17・18で示 した通り、発達障害に関する知識 。理解が現任校の教員には不十分で
あることがわかつた。発達障害等の特別な支援を必要とする生徒の特性や対応方法を理解
するためには、特別支援教育に関する学習が教員に必要であることは明らかである。
現任校の教員は、特別支援教育に関する専門的教育を受けたり、特別支援学校での勤務
があつたりする教員は全体の一割にとどまる。発達障害に関する正しい知識や対応方法を
日常的に同僚から学ぶ機会は教員にはほとんどないと言える。この状態では生徒情報を共
有するにしても間違つた情報を共有しかねない。また、生徒の入学前に現任校の教員が手
分けして行 う出身中学校での情報収集も、正確 (医学的 0心理学的な)な生徒情報の収集
ができているとは言えず、あやふやな生徒情報を共有せぎるをえない状態にある。
また、学習で得た知識 0理解を踏まえたうえで、授業や生徒指導を進めていくことが大
切になる。その場合、教員個々が自己研鑽に励むだけではなく、個人の知識を組織で共有
し、共通理解をしていなければ、教員組織の足並みが揃わず、生徒への対応にばらつきが
生じる。発達障害のある生徒にとつて、教員の指導方法のばらつきは心理的な混乱を招く
大きな要因になるため、教員の組織だった学習システムの構築が必要である。
(3)外部連携の促進
特別支援教育の地域でのセンター機能を果たす県立北はりま特別支援学校 とは、近隣に
ありながらこれまで連携に消極的であつた。また、兵庫教育大学や兵庫県教育研修所など
の研究機関も車で約30分以内の距離にあるが、特別支援教育に関するつながりはない。
就業支援においては、西脇市や加東市の社会福祉協議会やハローワークとの連携も行つて
きたが、生徒の就職準備期と合わせた単発的な連携にとどまつている。経験に裏付けられ
た豊富な専門知識をもつ外部機関との継続的・体系的な連携を進めることで、生徒への支
援を強めていくと同時に、教員の技能向上につながつていくことが期待される。
現任校にとつて、大学等の専門機関との連携を促進し、教員の特別支援教育に対する知
見を高めることは、教員の学習をサポー トしていくためには欠かせないと考える。また、
生徒入学前後の中学校との連携はもちろんのこと、生徒の就職支援には、福祉機関、職業
訓練センター、ハローワークなどの外部機関と、生徒の入学時からの日常的な連携を図る
ことが必要である。
これまで、ボランティア活動や生徒指導を通じて、多くの外部機関との活発な連携を図
ってきており、学校の周囲とは良好な関係を築くことができている。既存の外部資源を特
別支援教育やキャリア教育にも活用し、外部連携体制を再構築していくことが望まれる。
(4)内部環境の整備
多部制高校である本校は、1部2部の職員室と3部の職員室が分離しており、勤務時間
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も異なっていることから双方の職員の間の接触は少ない。この空間と時間のズレが他部の
生徒の情報共有や共通理解を抑制 していると考えられる。共通履修科 目の設置や部活動の
活発化により、他部の生徒を指導する機会が増えた現状において、他部の生徒の情報を共
有しやすい環境を整えることが重要と考える。
また、現任校は、全 日制高校 と比べて教科準備室が少ないため、大部分の教員が職員室
を本拠としてお り、人 口密度も比較的高い。ただ、せつかくの大部屋職員室も、机の配置
に工夫がないため、教員同士の接触も活発 とは言えない。1部2部と3部の職員室の統合、
活発なコミュニケーションを促進する職員室空間の創造は、教員同士の学び合いの場の創
造にもつながると考えられる。
第6章 教育活動の改善
第 1節 わかる授業の展開
発達障害のある生徒に対 してだけではなく、す
べての生徒にとつて「わかる授業」を行 うことは、
学習面で困難を抱える生徒が多い現任校の重要な
課題の一つである。「わかる授業」の実施は、イン
クルーシブ教育システムの基礎的環境整備におい
て、重要な取組 として位置づいている (図5)。
「わかる授業」は、生徒の基礎学力の定着につな
がるだけでなく、生徒個々の能力を引き出し、さ
らに伸ばすための前提条件になる。
現任校において 「わかる授業」を実施するため
には、特別支援教育を取 り入れた授業のユニバー
サルデザイン化 (以下、UD化と略す)が有効で
あると考える。すべての生徒にとつてあつたら便
利な支援を、学校の授業スタンダー ドとして全授
業で行 うことで、生徒の余分なス トレスを軽減 し、
集中して授業に参加することを促すことができる。
ただ、授業スタンダー ドの実施にあたつては、当然、
全教員の間での共通理解が必要となる。共通理解を
深めるためには、特別支援教育の研修体制の確立が
必須条件である (図19)。
/ …´…瑾甚
わかる授業(UD化)″″/′
′
1ヒ纏 スタンダートの確立
特別支援教育の研修俸制の確立
図 19 わかる授業の促進(筆者作成)
:|||||||||||lil:li:|||||||||||||||||||||||||||||||||::II:|lill‐|
図20『わかる授業への取組と工夫』から
茨城県立結城第二高等学校
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(1)先進事例 (茨城県立結城第二高等学校)
ここで、UD化による「わかる授業」を展開し、効果をあげている定時制高校の先進事
例を取り上げる。教員研修を重ねることで、理論的根拠と教員の共通理解に裏付けられた
手法を用いて授業改善を行つた事例である。教頭及び担当者への聞き取 り調査の結果と、
学校の関連発行物を参考にして取組と成果を紹介する。
茨城県立結城第二高等学校 (以下、結城第二高校と略す)は、2010。2011年度の文部
科学省特別支援教育総合推進事業 「高等学校における発達障害のある生徒への支援」の研
究指定を受けるなど、早くから特別支援教育の研究と実践に取り組んできた。
結城第二高校の取組の中で、特に注目したのは、UD化の視点を取 り入れた授業改善で
ある。冊子「わかる授業の取組と工夫～授業での支援のポイン ト～」(図20)には、生徒
の困難の種類に応 じた支援の具体的な方法、教科別の実践例と板書の工夫について、わか
りやすく説明されている。また、結城第二高校では、各教科共通した授業スタンダー ド(表
3)が定められていて、わかりやすい授業づくりのツールとしてどの教科の授業において
も有効に活用されている (茨城県立結城第二高等学校 2011)。
また、教員対象の特別支援教育セミナーや保護者対象のフレックス教育セミナーには、
大学教員やNPO法人役員などを講師として招聘していたり (年間各2～3回)、 校内研修
である「特別支援教育に関する校内研修会」では、近隣の養護学校の教員を講師として招
聘 していたり(年間2～3回)、専門機関と積極的に連携した研修システムを構築している。
さらに、生徒への理解啓発を目的にした「読み聞かせ」にも短大教員を招聘する (年間2
回)など、特別支援教育の専門家との積極的な連携は、発達障害に対する全方位的な理解
表3 結城第二高校の授業スタンダー ド (茨城県立結城第二高等学校<2011>Pllより)
教員の活動 工夫 と配慮
板書
◆色チョニクは自色や黄色を基調
るところは囲むようにする。
・流れを統一する。
(3色以内)、 ポイン トとな
見通しをもたせる 。授業の流れを明示
プリントやテス ト
文字は大きく 。フォン トの統一 。問題数の調整
段階的な活動 (スモールステップ) ・ル ビをふる。
指導法 (指導形態 。教具等)
ルールを決める ・褒める。  ・指示を簡潔にする。
見本を見せる。  ・個別の声かけ。
生徒の実態にあつた視覚支援、聴覚支援、運動支援
座席
。生徒の実態に合わせ座席を一番前にし、手助けをしてく
れる生徒を周りに置く。
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啓発を促す結城第二高校の特徴的な取 り
(2)現任校での授業改善 (UD化)
組み となつている。
第4章第 1節でも示 した通 り、現任校では
UD研が発足 し、有志による自主的な研修会が
実施 されている (図21)。この UD研で、結
城第二高校の事例を参考にしながら、実用的で
あり、しかも継続 して取 り組める現任校の授業
スタンダー ドを検討 したい。
また、兵庫教育大学教員を講師として招き、
発達障害に関す る教員研修会 を予定 してい る 図21 現任校 に発足 したUD研の学習会
(2016年3月)。 特別支援教育推進委員会とUD研が共同で開催するもので、UD化の視
点を取 り入れた授業方法を議論する機会を設けている。この研修会の中で、UD研で検討
した 「北高授業スタンダー ド」として提案 し、教科の特性や授業担当者の授業スタイルな
どにも配慮 しながら、共通理解を図る予定である。教育課程委員会、校務運営委員会、職
員会議での承認を経て、順調なら2016年度4月より全校で実施が可能 となる。
第2節 新たなキャリア教育
図14015で示 したように、現任校に対 して新たに求められているのは、生徒個々を
支援 と鍛錬で伸ばし、社会で自立できる力を養 う教育である。不安定な雇用状況が続 く中、
社会の中で自立して食べていける人材を育成することは、現任校の大きなミッションであ
る。生徒には必要な支援を施す とともに、社会で生きていくための基礎的学力、社会規範、
忍耐力を育成することが望まれ、現任校のキャリア教育の取組を再構築することが急務で
ある。
(1)先進事例 (徳島県立徳島中央高等学校 )
ここで、発達障害のある生徒へのキャリア教育を実施することで、就職支援に効果をあ
げた定時制高校の先進事例を取 り上げる。入学直後から、外部機関との連携を通 じた丁寧
なキャリア教育を実施 し、就職に必要な力を養 うための訓練を盛んに行 うことで成果をあ
げている事例である。教頭及び担当者への聞き取 り調査の結果 と、学校の関連発行物を参
考にして取組 と成果を紹介する。
徳島県立徳島中央高等学校 (以下、徳島中央高校 と略す)は、2011年度の文部科学省特
別支援教育総合推進事業 「高等学校における発達障害のある生徒への支援」、2012・2013
年度 「高等学校における発達障害のある生徒へのキャリア教育の充実」の研究指定を受け
るなど、昨年度まで、発達障害のある生徒に対する支援やキャリア教育の研究と実践に取
り組んできた。
図22は、徳島中央高校におけるキャリア教育の内部および外部機関との連携図である。
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学校内部においては、進路指導課がキャリア教育において主要な役割を占めながら、特別
支援教育課 とも連携を図つていることがわかる。進路指導課では、総合的な学習 (キャリ
アワーク)の企画・運営、進路ガイダンス、補習、就業体験などを担当し、生徒個々の能
力と社会性を伸長することを主な役割 としている。二つの課が、生徒の「支援」と「鍛錬」
を分業するが、その両者を結び付けるのが特別支援教育コーディネーター、スクールカウ
ンセラー、就職支援員である。 さらに各学年にも特別支援教育コーディネーターが配置さ
図22 徳島中央高校のキャリア教育連携図(徳島県立徳島中央高等学校 2013P13より筆者カロエ)
れ、学年の生徒の実態把握、保護者との面談、総合的な学習の時間の実施など、現場での
日常的な活動の中で得た情報を集約 し共有を促進する役割を果たしている。
学校外部の機関としては、「とくしま地域若者サポー トステーション」との連携が中心で
ある。この機関は、厚生労働省事業で、学校に在籍 していない 15歳～39歳の若者及びそ
の家族を対象に、多様な支援サービスでサポー ト (応援)する就労支援機関であり、徳島
市内を主に担当エ リアとしている。徳島中央高校では、就業体験 。実習、キャリアワーク
(総合的な学習の時間)におけるセ ミナー等で、日常的なサポー トを得てお り、専門的で
よりきめ細かい生徒への指導が可能となっている。その他、就職活動期には、ハローワー
クや障害者職業センターとの連携を強め生徒の就職指導を行 うなど、外部の就業に関する
専門機関との連携が非常に強いことがわかる。
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徳島中央高校のキャリア教育は、発達障害のある特別な支援を必要とする生徒だけでな
く、すべての生徒にとつても良い効果を生んでいる。就職希望者全員がほぼ希望通 りの就
職先に合格 し、就職後もマッチング
は良好であり離職者も少ない。
(2)新たなキャリア教育の展開
図23は、先進事例を参考にして
考案 した現任校における新キャリア
教育 (北高チャレンジプラン)の展
開図である。生徒鍛錬の視点から、
生徒個々の能力を可能な限 り最大限
度まで伸ばすことをめざし、社会で
自立できる力、すなわち、生徒の基
礎学力、レジリエンス、社会性を養
うことを目的とする。
ここで、北高チャレンジプランの具体的な展開について説明する。
教務部は生徒の基礎学力定着のため、以下の三つの取組を企画・運営する。
一つ目は、3・4年次生対象の補習体制の整備である。就職試験用 と大学入試用に分け、
希望者に対 して放課後 (週2回)、 夏季休業中 (1週間程度)に補習を実施 し、生徒の学力
向上とともに進路意識の形成を図る。
二つ目は、漢字検定、英語検定、数学検定の取得指導である。指導を各教科の授業での
指導内容に位置付けた り、総合的な学習の時間の中に検定対策講座を設置 した りするなど、
受検指導を常態化 し、成果は履歴書や調査書に記述 し生徒の進路実現につなげる。
三つ目は、発達障害等の特別な支援を必要とする生徒など、低学力生徒を対象 とした放
課後学習会である。近隣の兵庫教育大学や関西国際大学の学生を学習サポーター として募
集 し、週 1回の個別指導を実施する (キャンパスエイ ド)。
これら3つの取組の成果は、従来から生徒の学力把握 として行つている北高検定 (年3
回実施)の結果に反映されると考え、各回PDCAサイクルを回 し、検証 。見直 し。再計画・
実施を行 う。
進路ガイダンス部は、生徒の社会性 とレジリエンスを高めるため、生徒のキャリア学習
に関して以下の二つの取組を企画・運営する。
一つ目は、総合的な学習の時間 (北高キャリアワーク)である。従来の総合的な学習の
時間は、前期はHR活動 と連動する形で実施 され、後期は教科分野別のテーマ研究を実施
してきたが、より体系的で実用的な運用への変革が望まれてきた。 1年次より3年間、週
1時間の系統的・恒常的なキャリア学習を実施 し、早期からの進路意識の形成や進路実現
に向けた準備を行 うことで、より充実 したキャリア学習の機会を生徒に提供する。
:‐
薮務蔀
‐
|
『生機濠鎌J
の機慮
:進路ガイ
:ダンス部
キヤリア学習
誰合的な学響の晴悶
(e単位)に導入
インター ン
新動縫?
? ヽ
・
l:::::::::::::婚
―
l l年次 選 騒
:兵庫穣育大学
:関露国凛大学
て聰こウ1歩 :
図23 北高チャレンジプランの展開図(筆者作成 )
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表4 北高キャリアワーク 学習プログラム案 (筆者作成)
表4は、学習プログラム案である。1年次は、「学級集団づ くり」「社会の成 り立ち」「職
業研究」「フューチヤープラン」、2年次からは進路別 とな り、就職希望者には2年次 「職
業人講演会」「企業見学」「作業学習」「検定取得の取組」、3年次「インターンシップ準備」
「インターンシップ」「就職試験準備」「検定取得の取組」、進学希望者には2年次「職業人
講演会」「上級学校見学」「学問分野別研究」「検定取得の取組」、3年次 「オープンキャン
パス参加」「検定取得の取組」を実施する。なお、明石地域若者サポー トステーションから
講師を招聘 し、各学年で前後期に一回ずつ 「サポステセ ミナー」を実施 し、生徒のキャリ
ア意識形成を促す。また、各学年の9月は、生活体験発表準備の時間とし、その中で、北
高キャリアワークで取 り組んだことや成果について生徒が振 り帰る機会を設定する。
二つ目は、インターンシップである。従来から、就職希望生徒全員に、 1週間のインタ
ーンを実施 してきた。体験を踏まえる中で、生徒は就業現場での労働内容や規律について
理解 し、就業意識を向上させてきた。このインターンシップの取組をさらに進めるため、
特に、発達障害等の特別な支援を必要 とする生徒に対 しての指導を充実させる。北はりま
特別支援学校の特別支援教育コーディネーターやハローワークのサポー トの下、対象生徒、
保護者 との面談を早期から重ね、生徒の特性を理解 した うえで、企業とのマッチングを図
る。インターンシップ先の企業との相談のうえ、 1年次の段階から作業学習等の必要な準
備を行い、企業が求める能力を長期間かけて養い、就職活動や就職後の就業を円滑化する。
三つ日は、情報検定、ワープロ検定、危険物取扱者資格等の取得指導である。教務部同
様、各教科の授業での指導内容に位置付けたり、総合的な学習の時間の中に検定対策講座
を設置 したりするなど、受検指導を常態化 し、成果は履歴書や調査書に記述 して生徒の進
路実現につなげる。
このように、北高チャレンジプランは、3年間かけて徐々に生徒の進路意識を高めつつt
社会で生きていくために必要な社会性や基礎学力 。資格を生徒が主体的に身に着けていく
機会を教務部と進路ガイダンス部が準備するが、実際に生徒 と直接接 し、指導をしていく
のは担任をはじめとする各年次の教員である。
第3節 特別支援教育のフィルター
生徒を特別支援教育のフィルターにかけると、障害の有無に関係なく、その生徒に必要
な支援が浮かび上がってくる。障害のある生徒については個別支援計画を作成することは
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当然であるが、他の生徒に対 しても、
作成 し情報を共有することができる。
特別な支援が必要な場合は、適宜、個別支援計画を
また、現任校で行つてきた従来の授業やキ
ャリア教育に特別支援教育のフィルターをか
けると、「授業のUD化(わかる授業化)」 と
「個の能力伸長」とい う要素が抽出されるこ
とになる (図24)。学校に求められているイ
ンクルーシブ教育システムで言えば、前者は
基礎的環境整備、後者は個の合理的配慮を担
う要素となる。
他にも、現任校の特徴的な教育活動である
ボランティア活動やコーピングなどにも特別支援教育のフィルターをかけ、取組の成果を
インクルーシブ教育システムの枠組みの中でも整理する必要がある。
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図24 特別支援教育のフィルター (筆者作成)
第7章 学校組織開発
第 1節 生徒情報共有システムの
設計
生徒の情報共有と生徒対応をよ
り組織的に行 うためには、情報が
効率的に集約され管理 されるセン
ター機能が必要である。これまで、
現任校にはこのセンター機能を果
たす確固たる機関が存在 してこな
かった。そのため、組織的・継続
的に生徒の情報交流を行つた り、
対応方法を検討 したりする機会が
少なかつた。普段の観察から、教
員が独 自に入手 した情報を頼 りに、
個々の判断による生徒対応がなさ
れてきたと言える。
図25は、上記の課題を解決するために考案 した生徒情報共有システムである。欠落し
ていたセンター機能は既存の特別支援教育推進委員会 (以下、特支委員会)が担い、月 2
回の定例会議で、特別な支援や配慮を要する生徒の生活や学習の様子についての情報交流
図25 生徒情報共有システム案 (筆者作成)
3部は年次会議を3部会、年次主任を3部代表とする。
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を行 う。特別支援教育コーディネーターが会議を主催 し、各年次主任 (3部は3部代表)
が年次会議 (3部は3部会)で集約された生徒情報を報告する。会議後、必要に応 じて生
徒指導部長は生徒指導委員会を、教務部長は教育課程委員会を開催 し、生徒指導や教科指
導における生徒対応方法について検討した結果を特支委員会に報告する。特支委員会に集
約された生徒情報の中でも共通理解が必要と判断されたものについては、各年次会議で報
告したり、生徒のポー トフォリオ (個別支援計画)を、グループウェアを通 じて全教員が
情報を閲覧できるようにしたりするなど、全教員が日常的に生徒情報を共有したうえで、
適切な生徒対応ができる環境を作ることをめざす。
特支委員会がこのシステムにおけるセンター (中枢)機能を担 うのに対して、中核機能
を担 うのが年次会議であり、末端機能を担うのが学級担任である。生徒、保護者、授業担
当、保健室から学級担任に伝えられた生徒情報は、一旦、毎週開催される年次会議に集約
され、年次教員の間で共有される。その後、年次主任が特支委員会で報告することで、生
徒情報が全教員に通じる情報ネットワークに乗ることになる。
第2節 教員学習システムの設計
(1)教員学習システムに必要な機能
教員の学習システムに求められる機能 としては、
一点日は、教員個人の知識レベルや意識の向
上を促進する機能である。具体的には、職員研
修会や郊外での研修会に参加 し見識を高めるこ
とである。高校の場合、特別支援教育の免許を
所有していたり、特別支援学校での勤務経験が
あつたりする教員は少ない。特別な支援を必要
とする生徒の割合が高い現任校でさえも、免許
所有者は存在せず、特別支援学校勤務経験者も
3名 (約1割)と、極少数である。 図26 教員学習システムの4つの機能 (筆者作成)
これまで、大半の教員は、医学的・心理学的知見によらず、教育経験からの勘や個人的
解釈により得られた知見をもとに、特別支援が必要な生徒に対峙する傾向があつた。教員
に障害や症状に関する適切な知識 0理解があれば、生徒のトラブルも減り、学校の教育活
動全体がより円滑に効率良く行われることが期待できる。
三点日は、教員個人が習得した知識や日常の気づきを、学校組織の他のメンバーに伝達
し共有する機能である。個人の知識や気づきを組織で共有し、共通理解をしておくことで、
生徒への対応にばらつきを生じることを防ぎ、発達障害のある生徒の心理的な混乱を抑制
することができる。また、組織内での知識の共有作業は、若手教員のOJTでもあり、人
材育成機能も兼ね備えることができる。
以下の四点が挙げられる。(図26)
知識の組織的蓄積
り出した生徒対応
・着手教員のOJT
教員学習システムの機能
創造の場
・生徒の理解と対厳 譲
方策を生み出す
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三点目は、創造の機能である。生徒の理解や対応の方法について建設的な意見を交換 し、
具体的な方法を創造する機能がなければ、単に教員同士の知識の伝達の場に終わつてしま
う。創造された方法が、いずれ新たな取組 として学校全体の施作につながっていくことが
求められる。
四点日は、小回り機能である。職員研修会のように、年間計画化 された受動的な学習活
動ではなく、日の前の生徒の観察から得 られた課題について、日常的・能動的に学習がで
きるシステムを構築 したい。そのためには、機動力のある小集団を学習単位 とする必要が
ある。
(2)開発モデル と設計案
本プランでは、特別支援教育とい う新たな課題への組織的対応をケーススタディとして、
変化 しやすい教育的ニーズに対応 しながら、主体的に新たな教育活動を創造できる教員組
織の開発を試みること目的としている。組織開発に関する二つの理論モデルを用いながら、
上記4つの機能を備えた教員学習システムを設計する。
① 「学習する組織」モデルを用いた設計案 (年次団の学習システム案 )
センゲ (2011)は、将来、ますます複雑化 。多様化が進む社会の中で卓越する組織は「組
織内のあらゆるレベルで、人々の決意や学習する能力を引き出す方法を見つける組織」 3)
であり、個人と組織の学習の相互作用の中から生まれる新たな知見が、社会の変化に対応
できる組織をつくるとした。センゲは、創造性をもつた 「学習する組織」づくりがこれか
らの組織経営にとつていかに効果的であるかを理論づけた。
特別支援教育とい う新たな課題に対 して現任校の教員に必要なことは、特別支援教育に
ついてまず理解 し、自ら学習を重ねていこうとする意欲をもつことである。また、教員個
人と組織の間に相乗効果を得るために、学習を組織的に進めることである。よつて、セン
ゲの「学習する組織」モデルを用いて現任校の教員学習システムを描 くことは合理的であ
ると考える。
センゲは、学習する組織の基本的な学習単位
は仕事チームであるとし、知識共有や創造作業
の場となるのは、仕事に対 して同じビジョンを
持ち、日頃から同じ空間の中で協働するチーム
であるとした。
現任校に当てはめると、仕事チームとして最
も活発に動いているのは各年次の担任集団 (以
下、年次団と略す)である。現任校の校務分掌
はマ トリクス状に構成 されてお り、中学校の一般
的な場合と同様、約 8割の教員が年次団に所属 し、
職員室の席も同年次で固まつている。
特に決めていない |
管理職 い騨
担当部長 |一
同じ教科の教員 
―同じ年次の教員
(単位人)    0     5     10
■生徒指導で困つたことがあれば、まず
最初に誰に相談しますか。
■授業で困つたことがあれば、まず最初
に誰に相談しますカ
図27 教員意識調査結果 (2015.12)
年次に所属する23名を対象に行つた。
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図27は、年次に所属する教員に対 して行つた意識調査の結果である。執務上の問題だ
けでなく、生活上の時間と空間を共有することが多いことから、年次団への帰属意識が高
いことが うかがえた。本プランでは、現任校の主要な仕事チームとして年次団に焦点をあ
て、学習チームとして位置づける。年次団は、生徒の情報集約に終わるのではなく、特別
支援教育等に関する学習を行い、チーム内での知識・理解を促進する。年次会議では、学
級担任が生徒情報の他に、生徒の障害や症状について学習 した成果 も合わせて報告 し、情
報のみならず知識についても組織的な蓄積を図つていく。システムの中核を担 う年次組織
には、情報集約 とともに学習機関としての役割を担わせたい。
図28は、セングの示 した 「学習
する組織」モデルに年次団をあては
めた構造図である。個人の学習と集
団の学習を相互に関連 させることで、
知識や情報を組織的に蓄積 させてい
くことを主眼においた。 自己マスタ
リー (個人の学習促進)によつて、
個人蓄積 された特別支援教育にかか
わる情報や気づきを、年次のチーム
学習によつて共有 し議論 して深めて
いく。それが再び個人の学習となり、
新たな情報や知識を獲得 していく。
特別支援教育への理解やチームの協働性などのメンタルモデル、育てたい生徒像 (社会で
自立できる生徒を育てる)や学校経営方針などの共有ビジョンは、チームのベク トルを揃
えるなど、自分たちの取組に正当性をもたせる意味で重要と言える。
各年次独 自に研究テーマを掲げ、年度末に校内発表会を実施 しチーム学習の成果を全体
で共有する機会を設ける。テーマは特別支援教育に関することを原則 とするが、「遅刻を減
らす取組」や 「学力向上の取組」など自由度を保障する。ただ し、特別支援の視点を必ず
加えることを条件 とする。
② 組織的知識創造プロセスモデルを用いた設計案 (学校組織全体の学習システム案)
野中 (1990)は、「環境の変化にダイナ ミックに対応する組織は、情報処理を効率化す
るのみならず、知識や情報を創造する組織」4)でぁり、その組織は「個人のもつ知識を共
有 し、増幅 し、組織固有の知識を創造するために形成 される」5)とぃ ぅ組織観にそつて、
組織的知識の創造プロセスモデルを考案 した。野中によると、個人・集団・組織の二つの
段階を経て暗黙知が形式知に変化 し、有効な情報や知識 として組織に体系化され、再び新
しい組織的創造の起源 となるとした (図29)。
年次団の学習システム
肋鞣・ .需揮
鶉
晶貪屹
手―ム単習篠団の学習促選)
:陽 岬 ::攣
。年次打ち合わせての情報共有
■嚇頓濯単位凛 自研究会
(年嬢勢移赫膀限饉畑
“
譜諄uゆ
.チー ム内巌葉相直公翻 ‐
図28 年次団の学習システム案
(Pセンゲ2011を1、 ルに筆者作成)
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また、成員の認知能力に過
剰な負荷を与えないよう最小
有効な成因間の連結をつける
ことが必要であるとし知識創
造を効率的におこな うのに適
した組織構造として、ツリー
状 (階層構造)でも完全結線
状 (非階層構造)でもない、
ハイパーキューブ状の組織構
造 (図30)を提唱している。
ハイパーキューブ状の組織では、情報創造がおこなわれるのはヘテ
ラルキー (非階層構造)の個人や集団であるが、創造された知識は
最終的に組織のヒエラルキー (階層構造)に組み込まれる:ただ、
単に階層構造の中で解決する場合に比べれば、参加者の先行理解に
よってより効率性が高くなるとした。
さらに、野中は、集団におけるミドルのマネジメン トを、戦略的
なマクロ情報 と現実の手触 りのミクロ情報を統合できる戦略的ポジ
ションであり、 トップダウンとボ トムアップとを組織的に加速する
結節点にあるとした (ミドル・アップダウン・マネジメン ト)。 セン
ゲの「学習する組織」モデルが、主に個人と集団 (チー ム)のミク
くのに対 して、野中の組織
的知識創造プロセスモデル
は、個人・集団・組織にま
たがるマクロな関係の中に
位置づいけていることが理
解できる。
図31は、センゲの 「学
習する組織」モデルには表
現されていないマクロルー
プを補 うため、野中の示 し
た組織的知識創造プロセス
モデルに現任校をあてはめ
た学習システムの構造図で
ある。年次団=集団、年次
コンテクスト
市場における情報・知滋整獅 /●セス
Ψ     掴価 弯婦
図29 組織的知識創造プロセスモデル (野中1990より)
図 30 ハイパーキュ
ーブ状の組織構造
(野中1990より)
口な関係の中に位置づ
図31 組織的知識創造プロセスモデルを活用した教員学習システム案
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(野中1990をもとに筆者作成)
主任 (3部は部代表)=ミドル としてそれぞれ位置づけ、年次団と学校組織全体の間にあ
る情報・知識のマクロループを描いている。
年次団では、共有された暗黙知の概念化 と学校や年次のビジョンに照 らし合わせる正当
化までの作業をおこな う。学校組織においては、職員研修会や職員会議で全体で概念を共
有したのち形態化 (施策化)作業をおこない、現場での実践や研究発表会によつて意味の
ネットワーク化が進んでいく。このループに乗つて、暗黙知からスター トした知識が施策
化や実践を経て、最終的には形式知に変容 してく。こうして、学校組織において築かれた
形式知は、個人にゆらぎを与え新たな暗黙知を生みだす。このプロセスを循環 させること
で、常に変化する環境に対応するため、主体的に新たな教育活動を創造することが可能と
なる。
図28の年次団の学習システムを、図31の学校組織全体の学習システムに連結するの
が年次主任であり、管理職⇔年次主任⇔教員のミドル・アップダウン・マネジメン トを促
進する重要な役割を担 うことになる。
第3節 外部連携システムの再編成
これまで、主にボランティア活動で連携 してきた外部機関 (明石地域若者サポー トステ
ーション、関西国際大学は除く)を、「キャリア教育」「特別支援教育」「ボランティア活動」
の3つの連携エ リアに分類 し再配置 してみた (図32)。新たに関係機関を増やすのではな
く、既存の機関との連携を再構築 した り、関係に多様性を持たせた りすることで、より効
率的で強いつながりを築くことができると考える。
例えば、市内小 。中学
校 との連携の多様化であ
る。市内小0中学校 とは、
毎年、東 日本大震災ボラ
ンティア活動において、
募金活動等の連携を図つ
てきたが、ボランティア
活動のエ リアに加え、特
別支援教育のエ リアでも
連携が可能である。特別
支援の必要な生徒への指
導や、ユニバーサル化さ
れた授業など、高校現場
では見られない教育実践が
出向いて授業見学を行なっ
日
た
図32 新たな外部連携システム案 (筆者作成)
常的に展開されている。現任校の教員が、市内小・中学校に
り、西脇市教育委員会主催の研修会に参加 したりすることで、
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実践を通 じた学びから特別支援教育の見識を深めることができる。
これまでボランティア活動を通 じて連携をしてきた育友会、同窓会、西脇市商工会議所
とも、キャリア教育のエ リアにおいて新たな連携が可能である。育友会 と同窓会には、職
業人講演会の講師として働 くことの意義、職業観、人生観について生徒に語つてもらうな
ど、保護者や先輩の立場からサポー トを依頼できる。同様に、西脇市商工会議所には、社
会人としての常識 。マナー講座の講師としてのサポー トやインターンシップ先の企業照会
も依頼できる。
また、教員の学びを促進するため、専門機関との連携 も見直す。北はりま特別支援学校
の特別支援コーディネーターには、生徒に対する支援方法や就職準備についての助言を求
めていく。 さらに、近隣の兵庫教育大学と関西国際大学からは、特別支援教育、学力向上
の取組に対する教育専門機関からの知見を授かりたい。
第4節 内部環境の整備
(1)場の論理と職場空間の共有
組織と空間の関係性についての研究には、主に企業組織を対象 としたものが多い。シャ
イン (2012)は、組織文化における空間の本質に触れ 「物理的レイアウ トは象徴的機能を
果たすのみならず、組織のメンバーの行動・振る舞いにも浸透 し、組織規律の構築、強化
に貢献する」6)とした ぅえで、組織成員が「身体位置、その他の身体的な手がか りによつ
て、ある状況のなかで何が進んでいるか、それで他者 と何を関係づけようとするか、など
をコミュニケー トする」7)役割を空間は果たしているとした。
また、組織における空間は時間や活動 との相互作用によつて形成 され、モノクロニック
(計画的・機能的)な時間に関する前提認識の組織の場合は無駄な時間を最小化するため
のスペースレイアウ トが推奨 され、ポリクロニック (創造的 。同時多発的)な時間に関す
る前提認識をもつ組織の場合は大部屋が推奨され、移動がしやすい設計になるとした。
伊丹 (2005)は、経営組織のマネ
ジメン トとは 「管理すること」では
なく、「人々の間の情報 と心理の相互
刺激の舞台づくりをすること」8)と
し、その舞台を 「場」とい う概念で
示した。さらに、場を、「ヨコの相互
作用の入れもの」と表現 し、場のマ
ネジメン トには、まず、仕事の現場
に情報 と感情の濃密な流れをつくる
必要があるとした。濃密に情報 と感
情が流れるとき、人々の間に凝集性
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図33 場の機能の基本図 (伊丹 2005)
が生まれ、その相互作用から自己組織化が生じるとしている。伊丹は「場」を、組織の人々
の間に様々な相互作用を引き起こす舞台と位置付け、場の機能を図33のように示し、場
の論理を説明している。
場で様々な情報が行き交うことで、情報的相互作用が活性化され濃密 となる。その結果、
人々の間に共通理解が生じ、個々の意思決定に整合性がとられ、協働的な組織行動につな
がる (情報ルー ト)。 一方、人々が場の中で心理的相互作用を行い、それが心理的共振を生
みだす。その結果、人々のエネルギー水準が高まり、人々の決断や努力を促すことも、協
働的な組織行動につながる (心理ルー ト)。
場が生みだすものとしてもう一つ大事なのは、組織的情報蓄積である。いわば、場の中
の情報的相互作用から人々が学習して、個人としての情報蓄積が起きる。その個人的情報
蓄積と共通理解の積が、組織的情報蓄積の質と量を決定するとした。
さらに、伊丹は、日本企業の多くの職場では、大部屋という空間をわざわざ設けること
によつて情報の流れをよくしようとする工夫、そこに場を生みだそうとする工夫がみられ
るとした。「場というものは、しばしば物理的に同じ空間を多くの人が共有するからこそ生
まれてくることが多」9)く、空間共有が意識された職場の設計が、ヨコの相互作用を自然
に生みだし、主体的で創造的な組織をつくる重要な手段であるとした。
また、「情報のキャリアー (運び手、媒体)」 を場の基本要素とし、文書や会話はもちろ
んのこと、メンバーの表情や働いている様子も重要な情報のキャリアーとしてとらえた。
空間を人々が共有することで、職場を、認識空間だけを共有する「想像の場」から、情報
キャリアーに満ちた 「接触の場」に変容させ、ヨコの相互作用を活発化することができる
としている。
学校組織を対象とした空間研究は、これまで主に職員室空間を対象に行われてきた。職
員室の場のマネジメン トを論 じた水本 (2006)は、「学校が組織力を高めるには職員室とい
う場のマネジメン トが重要であり、実際の学校経営をその観点から捉えなおす必要がある」
Ю)とし、学校における職員室の場としての特質や機能を以下の四点にまとめた。一点日は、
職員室は教員の多様な活動を含み込む錯綜した場である、ということである。教職員の休
憩、授業の準備、校務のの処理、研修、児童生徒の管理・指導など、職員室は実に多くの
機能を果たしている。二点目は、職員室は活動が別の活動に連結される関係を生み出す場
である、ということである。例えば、休憩コーナーに教育図書などがおかれ、教育的な話
題がコミュニケーションのテーマになることで、休憩と研修が一体化することもある。三
点日は、職員室は雰囲気や人間関係が極めて重要な機能を果たす場である、ということで
ある。人間自体を媒介とするさまざまな活動の連結が同一空間の中で行われる職員室では、
人間関係の問題は職場のコミュニケーションの質に大きな影響を及ぼす。四点目は、職員
室は学校経営にとつて戦略的に重要な場である、ということである。特に学校経営の諸機
能の空間的配置 0分化は、今後の学校経営全体に及ぼす影響が明らかであるとした。
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企業や学校の空間研究で得られた先の知見を参考にして、現任校の職員室の改善プラン
を以下の通 り考案した。職員のヨコの相互作用が進む職場環境をつくることを重視 し、第
7章で設計した 「生徒情報共有システム」と「教員学習システム」をうまく機能させるこ
とを目的にした。先でも触れたように改善のポイン トは二点ある。一点日は、分離状態の
1・ 2部職員室と3部職員室を統合して大部屋職員室を作 り、全教員が同じ空間を共有す
ることである。二点日は、統合された職員室を、教員が主体的に学び合い、創発が生まれ
る場にするための空間をデザインすることである。
①職員室の統合
全国の多部制 (3部制)高校の実態を明らかにするため、以下の要領で質問紙に
よるアンケー ト調査を実施 した。調査の中で、職員室の設置状況を問 う質問を用意
し、38校から回答を得た (表5)。
調査実施者 :辻真吾 兵庫教育大学大学院 学校教育研究科 専門職学位課程 教育実践高度化専攻 学校経営コ
ース学生
対象 :多部制高校 (3つの異なる授業時間帯を有する3部制の高校)44校全てに質問紙を配布 した。
期間 :2015年9月1日～2015年10月14日
方法 :質問紙は各校に郵送、回収はFAX(辻宅)を用いた。
回収率:91%(40校から回収) ただし、質問によつて回答数が異なる。
職員室が1つの学校が28校(74%)あり、多部制高校においても主流であうること
がわかる。一方、職員室が2つある学校は5校(13%)あり、そのうち、4校 (現任校
も含む)は102部と3部の職員室を分離していた。いずれの4校は、現任校同様、多部
制に改編する前が昼間と夜間の分離型の定時制高校であり、多部制への改編後も既存の2
つの職員室を継続して利用している。また、自由記述等において、いずれの4校も、10
2部と3部の職員の交流が低調であり、改編前からの領域意識が依然として強く、学校全
体の取組に支障があることを問題点として掲げていた。
藤原 (2012)は、中学校における教員の行動記録調査や教員空間の使われ方観察調査か
ら、分離型職員室では統合型職員室に比べ、教員間の情報交換やコミュニケーシ.ョ ンが不
表5 多部制高校の職員室設置の状況 (アンケー ト結果より)
自量室はいくつありますか(学科や教科の準備室建全みません).(38重回笙)______一――一一―――一―一 同 答 駒 |
1●
31D
こつHト
2つ以上ある場合^腱目室配置はどのように行われていますか。(10板回答 , 塵
3 昌室をそれぞれ置いている。
部2部で1つ、3部で1つ珪員室を置いている。
1部で ■つ、2部3部で 1つ職 員室 を置いてい る。
i当待 子 生 士ス■■,r曇騰 目券各 腱 昌 室 に配 置 l て´ い る
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足し、特に生徒指導体制の確立に大きな支障があるとした。また、教員空間が分散 して配
置されると、執務行為や生活行為のためのスペース間の移動が必要になるため教員の移動
距離、移動時間が長 くなり、仕事の効率性は低下することを指摘 している。
共通履修科 目の設置や部活動の活発化により、教員が他部の生徒の情報を共有 しやすい
状況を作るため、2っの職員室を統合することは、現任校にとつて基本的な環境整備であ
ると考える。部を横断 し、生徒の情報が活発に行き交 う環境は、特別支援教育にとつては
もちろんのこと、教育活動全般にとつても必要である。
②教員の協働を生む職員室空間デザイン
佐藤 (2012)は、過去の研究者の研究成果から、職員室が教員にとつて執務の場である
だけでなく、生活の場であつた り、成長の場であつた りするとし、職員室の風土が個の教
員や教員集団のあり方を大きく左右するとした。また、職員室で行われる教員間の相互交
渉が、「教員間の協働性のあり方や教員のメンタルヘルス、日々の教育実践 といつた教員生
活の多様な側面を左右する重要な要素」H)とし、教員間のコミュニケーションの重要性
を指摘 している。
教員間の相互交渉を促 し、協働性や ヨコの相互作用を生む場をつくるには、職員室の机
の配置を工夫 し、学年 。部などのメンバー同士の場や、職員室のすべての教員同士の場を
つくることが必要であることは、これまで多くの学校で語 られてきたことである。しかし、
多くの場合、多忙極まる年度の変わり目の席移動時に、仕事チームを意識 した机配置や教
員の動線について工夫する余裕もなく、職員室空間が改善されることなく新年度がスター
トを迎えるのが例年のパターンとなっている。
③職員室空間再編プロジェク ト
2009年の多部制改編後、現任校においても、隣接する2つの職員室の壁 (厚さ3 0cm)
を除去 し統合する話題は何度か取 り上げられてきたが、壁を除去すると校舎の耐震基準を
下回るとい うことで話題は立ち消えてきた。生徒情報の共有体制や職員の一体感の必要性
を感 じながらも、物理的な理由により職員室の統合を実
現することは叶わなかつた。
また、現在の職員室の机配置についても、教員の間で
は関心が低 く例年踏襲が通常化 し、新たな工夫をして職
員室を活性化 しようとする動きも見られなかつた。
2015年10月、筆者が現任校でのインターンシップ期
間に、職員室統合を実現するためのプロジェク トチーム
(有志8名)を非公式に立ち上げ、物理的な問題を克服
する方法を協議 した。協議では、 1・2部職員室に3部
の職員の机を移動 し、全職員が空間を共有する大部屋職
員室をつくることと、統合後の職員室をヨコの相互作用
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図 34 シュ ミレーションの様子
を生みやすい机配置にすることをテーマにしてシュミレーションをおこなった。シュミレ
ーションでは、図34のように、職員室のフロアを想定したボー ドを囲み、その上に机・
ロッカー等の備品のカー ド (実物の10分の1スケール)を並べながら、統合が物理的に
可能かどうか、どうすればヨコの相互作用が進むのかをテーマとしてアイデアを出し合つ
た。
その際、参考にしたのが『総合教育技術』2009年11月号の連載 「職員室 “カイゼン"
ポイント」である。記事は、職員室の机の配置パターンとその効果 (図35)や、職員室
における教員の動線の工夫 (図36)について触れている。
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図35 机の配置パターンとその効果
『総合教育技術』2009年11月号より
約 2時間の協議の結果、時間講師の机やロッカー等の備品を
3部の職員室に移動することで、 1・2部の職員室にスペース
をつくり、3部の職員の机を102部の職員室に移動すること
が、空間的に可能であることがわかつた。さらに、ロッカーを
縦に重ねることで、3部の職員室に新たな空間を生み、これま
で確保できなかつた更衣ロッカースペースや教員の雑談の場を
つくりだすことが可能であることがわかつた。
図37は、協議の末、完成 した職員室の新たな空間図案であ
る。統合 された大部屋職員室の机は、年次や専門部 といつた仕
事チームごとに島状に配置 した。
図36 教員の動線の工夫
『総合教育技術』2009年11月号より
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図37 完成 した空間図案
図38は現在の机配置、図39は新たに考案 した机配置を示 した模式図である。現在の
職員室はヨコの動線が 1本しかなく、教員の横方向の移動が不便であり、他の机の列の教
員との接触も起きにくくコミュニケーションもとりにくい。また、授業と授業の間の時間
には狭い通路に人が集中してしまい、渋滞が発生することもある。それに対 して、新 しい
配置案では、タテヨコの動線が増え、様々な教員 とのコミュニケーションを生みやすい空
間であると言える。ただ、職員室中央に空間的な余裕がなく、図34のように多目的スペ
ース (たまり場)をつくることは断念 した。
図38 現在の職員室の机配置と動線       図39 新たに考案 した職員室の机配置と動線
図40は、現 3部職員室の活用案である。パソコン、コピー機、印刷機、ロッカー類、
アメニティ物品が集まる多機能空間とした。
プロジェク トチームによる協議の結果は、翌 日、全職員に報告された。今後も協議を重
ね、総務部会、校務運営委員会、職員会議を経て、最終的には来年度4月の机移動に合わ
せて新たな職員室 レイアウ トを実施する予定である。
第8章 まとめ
第 1節 本プランの振 り返 り
り・フレイミングの3つのステップと本プランとを再び照合 しながら本プランを振 り返
時間講師の机
教員の雑談の場パ ソコン机
データ処理
ス ペ ー ス
コピー機、輸転機は連絡
ドア付近に設置
流 し、冷蔵庫などのア
メニティ物品
現3部職員室
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る (図41)。
まず、現任校を取 り巻く環境
の変化をとらえた うえで、「社会
で自立できる生徒の育成」、「特
別支援教育」とい う2つの新 し
い「メンタルモデル」を組織に
創出した。次に、「支援で伸ばし
鍛錬で磨 く生徒育成」、「情報・
知識の共有 と教育活動の創造」
とい う2つの新しい課題を形成
した。そ して、課題の解決に向
け、「わかる授業の展開」「新た
なキャリア教育」とい う二つの
教育活動 と、「生徒情報共有システム」「教員学習システム」「職員室空間システム」とい う
三つの活動システムを設計 した。
現任校はこれまで、ボランティア活動による自己肯定感の育成やコーピングによる人間
関係構築スキルの習得など、兵庫県下の定時制高校においては斬新かつ先駆的な教育活動
を展開 してきたと言える。ただ、両取組において現場の教員が主体的に企画をした り、ア
イデアを出し合つた りすることはなく、組織を貫くメンタルモデルが形成できているとは
言いがたい。
三つの活動システムを設計する際に重視 したのは、日常の現場の気づきから生まれる教
育活動の創意工夫である。多様な生徒に対 して行われる教育は、学校 として画一化 された
教育施策のみに依拠するのではなく、生徒の支援ニーズに即 し、チーム独 自の創意工夫が
加えられるべきであると考える。本プランでは自己組織化 した教員組織を現任校につくり
あげるための方策を、特別支援教育の推進をケーススタディとして考察 したことになる。
第2節 学校組織の持続的な環境適応
図41で示 した本プランの概要は、複ループ学習の一つのプロセスに過ぎない。現任校
が環境の変化に適応する組織 となるには、古川 (1990)が示 したように、学校組織のスパ
イラルなマルチループ学習 (図1)、つま り、「育てたい生徒像」「社会的役割」に学校組織
のベク トルを合わせ、中長期的なビジョンを持つて複ループ学習を繰 り返すことが必要と
なる。
多様な生徒に対 して行われる教育は、学校 として画一化された教育施策のみに依拠する
のではなく、現場のニーズに即 し、チーム独自の創意工夫が加えられるべきである。教員
が 日常の気づきから生徒個に応 じた教育課題を探 り出し、仕事チームの中において情報と
意 味 決 定
新たな「価値J
「メンタルモデル」
課 題 形 成
「ビジョンJ「摯郎薔」の
atJ直し、課題のF多
成
活 動 設 計
活揚 ステム(構造ブ
ロセス)の設計
象鸞難 鷲
図41 本プランの振 り返 り(浅野 2011をもとに筆者作成)
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知識を共有 し対応を協議する。この情報 と知識を媒体 とした 「ヨコの相互作用」が組織の
学習機能を向上させ、環境の変化に柔軟に適応する能力を組織に形成すると考える。
次に、本プランを遂行 してくためのタイムスケジュールを第2節に示す。
第3節 本プランの実施スケジュール
図42は、本プラン実施のためのタイムスケジュールである。プランの中で設計 した新
たなシステムを実際に作動 させるための準備期間と、実施に要する期間をそれぞれ示 した。
既に非公式の校内研究会やプロジェク トチームが取組を開始 している、「わかる授業」シス
テムと職員室統合・空間デザインについては、早速、来年度前期より具現化できる。一方、
その他のシステムは、プログラム作成や組織作 りなどの作業を時間をかけて丁寧に行 う必
要がある。
ア教育 (北高チャレンジプラン)を実施するには、まず外部連携システム
学校改善ブランの実髄釈ケジュー Jb
潔バ閣鍮念曲 北裏スタンタ‐ドに
●●L途舒じひ 夕鴨角■誅抒し、tttしていく
違窮薇口とぬ謳●、プoグラが ■を丁事におこなう
徹台攣薇■の織手
"鳥
ち
'い
てからシステムの理
'輌
る
癖鋼壁朝 申億●餞室黎日●枷プロジェク枚織獅 ユ 3月摯n全織藝
図42 学校改善プランの実施スケジュール (筆者作成)
要がある。 さらに、統合後の職員室の機能や雰囲気等も具現化に際 しては考慮に入れるベ
きであり、 しばらく観察する時間が必要 と思われるため、どちらにも1年間の準備期間を
設定 した。また、取組の節 目ごとには、自分たちの取組に対する省察を行 う必要がある。
年2回実施 される既存の学校評価 (内部・外部)を活用 し、PDCAサイクルを用いた取
組の修正・補強を行 うとともに、組織の価値基準や方向性を見直す機会を設ける。
新たなキャリ
の再編を見届け
ながら、実施可
能なプログラム
(北高キャリア
ワーク)を作成
しなければなら
ない。また、生
徒情報共有シス
テムや教員学習
システムも、学
校組織全体の大
きな改変を伴 う
ため、校務運営
委員会レベルの
協議を重ねる必
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おわりに
来年度4月より「障害者差別解消法」が施行され、特別な支援や配慮を必要とする生徒
に対する合理的配慮が義務付けられる。合理的配慮を実施 していくためには、その前提と
なる基礎的環境整備を進めることが先決であり、定時制高校の多くは、「わかる授業」の推
進や障害のある生徒が安心して生活できる集団作りなどの準備を始めていると予想される。
本プランが、現任校における特別支援教育や現場からの創意工夫を生む組織づくりの一
助になることを目指すとともに、定時制高校が環境の変化 (今回は、特別支援教育のニー
ズの拡大)に適応 していくためのプロセスモデルとして他校にも提示できるよう今後も改
良を加えていきたい。
最後に、本プランの作成にあたり、熱心なご指導をいただいた本学の浅野良一教授をは
じめ、数多くの示唆に富むご助言をいただいた現任校の田畑吉三校長や、調査にご協力を
いただいた全国の定時制高校の先生方に対し、この場を借 り心より感謝申し上げたい。
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注)高校における特別支援教育に関する各都道府県の主な施策を下表に示す。
幸た柿告
“
蔀 道 府県の計 画・富 業 か ムヽ
東京都教育委員会
部立高等学校等で指名される特別支援コー ディネ→ ―の資質・専門性の向上を図そ
ため、発達障害の理解に関する研修や各学校の特別支援教育コー ディネ→ ―が実
践事例報告、情報交換な断 う『都立高等学校等発達障害支援研究協議会』を開
眸オス r宙古蔀蜂]lす撻卦書雑推斗面饉■力空桁詳面,007ヽ
大分県教育委員会
現行制度では、高等学校には特別支援学級及び通級指導教室が設置できないこと
から、県立高校の校内支援体制の整備と実施内容の充実に取り組むことで適切な指
二乃71Й蓼たす坪葬得たち^ r大会県倍Π!寺樗教音維推滸面2008)
佐賀県教育委員会
発達障害のある生徒の多様な実態に対応するために、発達障害にあつた選抜方法や
カリキュラムの検討なと 高等学校における具体的な支援の方策について検討を行
う^ (俳智県にお:する特
"!支
援教育のあり方く報告>2007年)      、
二重県教育委員会
高等学校に在籍する発達障がいのある生徒にかかる心理検査等の実施や『個別の
教育支援計画』策定のため、3名の『発達障がい支援員』を派遣し、高等学校における
餞日it燿掛書ふ維推オス童輩r,ooR、
大阪府教育塞 日会 クヽ十富椿 にお I十る「知的障害牛律 自立支援 コース :設置
福島県教育委員会
高等学校におけるLD等の支援を重点的に行う学校を研究開発学校に指定し、カリ
キュラムの開発や幼・4・ヽ中学校との一貫した支援体制整備についての実践的研究を
行い、ユニバーサルデザインの実現に向けた共に学ぶ教育の推進を目指して中高連
携し、LD等の生徒が継続的に支援を受けられる体制整備を図る。(『うつくしま教育改
菫維准力 う「` ラヱュ』2006)
香川県教育委員会
中学校から高等学校へのそれぞれの校種間の連携が必要とし、小学校と中学校、中
学校と高等学校などの校種間相互の授業見学や研修会への参加を促進し、それぞれ
の校種における特別支援教育の体制や指導・支援方法についての相互理解がなされ
ること観 進、保護者との緊密な連携のもと、『個別の教育支援計画』を確実に引き継
ぐなと 進学先の学校と福祉、医療等の関係機関との連携が継続されることを推進す
る^(かがわ特珈:す浮教育構推プラン2007)
秋田県教育委員会 平成
22年度を目途に、障害のある生徒が中学校から高等学校に進学する手続き上
のガイドライン葬作成^(蜂用l吉浮教育校肉支援体制ガイドシ ン<改訂版>2008)
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